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策定の趣旨 

陸前高田市は、美しい海、山、川に恵まれ、歴史や文化が共存した、三陸沿岸地域

でも有数の美しいまちでした。しかし、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震

災により、沿岸地域を中心に甚大な被害を受け、その景観は一変してしまいました。 

市では、震災の被害を乗り越え、よりよいまちへの復興を目指し、平成２３年１２

月に「陸前高田市震災復興計画」を策定し、「海と緑と太陽との共生・海浜新都市の創

造」を掲げ、「世界に誇れる美しいまちの創造」、「ひとを育ていのちと絆を守るまちの

創造」、「活力あふれるまちの創造」の３つを基本理念として、市民と行政が力を合わ

せながら復興まちづくりを進めてきました。 

震災復興計画期間の終盤を迎えつつある今日、被災した地域では総力を挙げた各種

の復旧・復興事業が並行して進められていますが、その中でも、高田松原地区に整備

される高田松原津波復興祈念公園（以下「復興祈念公園」という。）は、東日本大震災

で犠牲になられた方々を追悼・鎮魂し、震災の事実と教訓を後世に伝承する被災地を

代表する重要な施設です。現在、国、県、市が協力して整備が進められていますが、

完成後はこの復興祈念公園に国内外から多くの方々が訪れ、交流人口の増加が期待さ

れています。 

以上のことから、この度「陸前高田市景観計画」を策定し、復興祈念公園周辺地域

とそれにつながる沿道地域、また、歴史文化を重視したまちなみ形成を目指している

今泉中心地区について、より良好な景観の形成と保全を目指していくものです。 

 

 復興祈念公園のイメージ  
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第１章 景観計画の基本事項 
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第１ 景観計画とは 
 平成１６年６月、景観法（以下「法」という。）が定められました。景観計画は、

この法を根拠として景観行政団体が定める良好な景観の形成に関する計画です。 

 景観計画は、景観計画の区域や景観形成に関する方針、良好な景観の形成のための

行為の制限に関する事項、景観重要建造物等を定めるものとなっています。 

 これまで本市では、平成２２年１０月に岩手県が策定した岩手県景観計画 1（以下

「県計画」という。）のもとで景観形成を図ってきましたが、この度復興祈念公園等

が整備されることを契機として、市が独自に景観形成を進めることとし 2、陸前高田

市景観計画（以下「本計画」という。）を策定するものです。 

 

第２ 陸前高田市景観計画の位置づけ 
 本計画は、「陸前高田市民憲章」、「陸前高田市景観形成基本方針」、「県計画」

（平成２２年１０月制定）等を参考としながら、復興まちづくりの基本である「陸前

高田市震災復興計画」（平成２３年１２月）や「ノーマライゼーションという言葉の

いらないまちづくりアクションプラン」（平成２７年６月）に基づいて、景観に関す

る総合的な計画として策定するものです。 

 また、高田地区、今泉地区被災市街地復興土地区画整理事業区域において取り組ん

できた景観形成に係るガイドライン等を参考にしつつ、関連する他分野の計画と連携

や調整を図り、良好な景観形成を目指すものとして策定しました。 

 

  

                                                   
1
 岩手県は、県内の景観行政団体を除いた県全域を景観計画区域とし、県計画と「岩手の景観の保全  

 と創造に関する条例（平成５年 条例第３５号）」に基づき景観行政事務を処理しています。  
2
 景観計画を定め景観形成を図っていくためには、あらかじめ景観行政団体に移行する必要があり、  

 陸前高田市は、平成３０年４月に景観行政団体に移行しました。 

陸前高田市民憲章（S60.10） 

陸前高田市景観形成 

基本方針（H7.3） 

ノーマライゼーションという 

言葉のいらないまちづくり 

アクションプラン（H27.6） 

県計画（H22.10） 

陸前高田市震災復興計画

（H23.12） 

景観形成に係る 

各種ガイドライン等 

（区画整理事業） 

他分野の計画 

景観条例による 

規制・誘導 

良好な景観の実現 
陸前高田市景観計画 

（H30.6 予定） 

 陸前高田市景観計画の位置づけ 
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第３ 陸前高田市の景観の特徴 

 陸前高田市は、総面積が２３１．９４㎢、岩手県の南東端に位置し、県内でも特

に温暖な地域です。豊かな海、山、川に恵まれ、さらに歴史、文化が組み合わさっ

た景観が広がっています。復興におけるまちづくりも、こうした以前からある景観

を生かし調和を図りながら、陸前高田市ならではの景観を形成していく必要があり

ます。 

 

 

 陸前高田市標高図 
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 １ 海の景観 

 太平洋に面した外湾がリアス式海岸となっている一方、広田湾は広く穏やかで、

カキやホタテ等の養殖が盛んに行われています。漁港と集落が点在し、漁業を中

心とした営みが感じられる景観となっています。震災後、三陸復興国立公園とし

て指定されるとともに、大野海岸などでは砂浜も回復に向かいつつあります。高

田松原では、復興祈念公園の整備や松林や砂浜の再生事業が進められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ まちの景観 

 高田地区は、気仙川の河口から広田湾に沿って広がる、三陸沿岸では比較的広

い平地部に市街地が形成されていました。また気仙川を挟んだ今泉地区は、歴史

的なまちなみが残されていました。震災により壊滅的な被害を受けましたが、高

田地区、今泉地区ともに高台やかさ上げ地の整備が進み、再びまちとしての姿を

取り戻しつつあります。うごく七夕やけんか七夕に代表される祭りや行事も陸前

高田ならではの景観の一部となっています。 

 

 

  

震災前の広田湾 

震災前の陸前高田駅 

うごく七夕 

けんか七夕 震災前の市神様 
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 ３ 山や里の景観 

 山林が市の面積の約８割を占めており、氷上山や箱根山などが、市の景観の骨

格を形成しています。気仙川等の流域の平地は水田が広がり、のどかな田園風景

となっています。また、海側の丘陵部にはりんご等の果樹園が広がり、穏やかな

広田湾と併せて特徴的な景観をつくっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カキいかだが浮かぶ広田湾から見た氷上山 

気仙川での鮎釣りの様子 

箱根山を望む  
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第４ これまでの景観形成の取組 

 本市ではこれまで、景観形成につながる様々な取組を行っており、以下で概要を

紹介します。本計画ではこれらの取組を踏まえて景観形成を進めていきます。 

 

 １ 市民憲章（昭和６０年１０月） 

 わたくしたちの陸前高田市は、白砂青松の高田松原をはじめ、海・山・川の

資源に恵まれ、先人ののこした歴史と伝統のあるまちです。 

 わたくしたちは、陸前高田市を愛し、豊かな心をもち、広い視野にたって力

をあわせ、より住みよいまちづくりに努めるため、この憲章を定めます。 

１ 自然をたいせつにし、美しいまちをつくります。 

１ 家族の和と、健康に心がけ、明るいまちをつくります。 

１ 働くことに意欲をもち、活気にみちたまちをつくります。 

１ 思いやりの心をもち、うるおいのあるまちをつくります。 

１ 教養を深め、文化の高いまちをつくります。 

 

 ２ 陸前高田市景観形成基本方針（平成７年３月） 

１ 景観形成の基本目標 

「海の青・山の緑が映える里」 

２ 景観形成の目標 

⑴ 海や山が織りなす景観を守り、育てる 

⑵ 気仙匠の技と心が生きる景観にみがきをかける 

３ 景観の類型区分と景観形成の方針 

⑴ ながめの景・・・絵になる南三陸の海や山の眺めを守る 

⑵ みずべの景・・・ふれあいの水辺空間を大切にする 

⑶ みちの景・・・次世代に残るみちを創る 

⑷ みどりの景・・・高田らしさのある植栽をすすめる 

⑸ 技の景・・・気仙匠の技と心意気を引出す 

 

 ３ 陸前高田市震災復興計画（平成２３年１２月） 

第１部 基本構想 

 第１章 復興の基本理念 

 「世界に誇れる美しいまちを共に創ります」 

 「ひとを育て、命と絆を守るまちを共に創ります」 

  「活力あふれるまちを共に創ります」 

 第２章 復興のめざすまちの姿 

 「海と緑と太陽との共生・海浜新都市」の創造 
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 ４ ノーマライゼーションという言葉のいらないまちづくりアクションプラ 

  ン（平成２７年６月） 

分野Ｅ 「建物・道路・公園・交通」 

テーマ１ 市街地のユニバーサルデザイン 

 アクション例 景観、にぎわい、居場所づくりで魅力的なやさしいまちに 

テーマ２ 移動のユニバーサルデザイン 

 アクション例 わかりやすい案内看板等の整備 

テーマ３ ユニバーサルデザインを進める仕組み・体制 

 アクション例 ユニバーサルデザイン推進協議会（仮称）の設置 

 

 ５ まちなみづくりの手引き（高田地区高台・かさ上げ住宅地編）（平成２７ 

  年９月発行、平成２８年４月改定） 

 高田地区の区画整理事業で整備した高台やかさ上げ住宅地を対象に、住みや

すく居心地がよいまちとするために、住宅をつくる際にご配慮いただきたい事

項をまとめたもの。 

【特に配慮いただきたい点】 

・ 建物と道路境界との距離を適度にあける 

・ 植栽につとめる 

・ 柵や車庫・物置などは、素材や色に配慮する 

【その他の工夫点】 

 自然素材の活用／屋根色や外壁色の周辺との調和／物置や室外機の目隠

し／看板・ポスター等は必要最小限／建物の配置・向き／隣地境界線の明示 

 

 ６ まちなみづくりの手引き（今泉地区編）（平成２９年 6 月発行） 

 今泉地区の歴史文化を継承し、誰もが安心して暮らせるまちにしていくた

め、住宅やお店をつくる際にご配慮いただきたい事項をまとめたもの。 

【４つの基本的な考え方】 

・ 今泉の歴史的風情のあるまちなみ 

・ 誰もがすみやすいまちなみ 

・ 災害に強い安全・安心のまちなみ 

・ 自然風景と調和した緑豊かなまちなみ 

【具体的事項（まちなみ形成地区）】 

 素材・色彩／高さ・階数／屋根／外壁・開口部／塀、柵、門／植栽／建築

設備／ 

【具体的事項（重点地区）】 

 （上記に加えて）建物の壁面線／広告板・看板 
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 ７ 魅力的なまちなかづくりの基本的考え方（対象：高田地区中心市街地） 

  （平成２７年１２月発行）  

 中心市街地について、陸前高田ならではの魅力と賑わいのあるまちなかとな

るよう、店舗などをつくる際に配慮いただきたい事項をまとめたもの。 

【基本的な考え方】 

１ 陸前高田ならではの良さが感じられるまちづくり 

２ 歩いて楽しく、車でも便利なまちづくり 

３ 魅力あるまちなみづくり 

４ 人に優しく快適なまちづくり 

【本丸公園通り】 

 建物の壁面を揃える／敷地の前面に駐車場を設けない 

【まちなか全体】 

 住居専用建物は避ける／建物の高さはまちなみの連続性に配慮／ユニバ

ーサルデザインに配慮／屋外広告物の配慮 

 

 ８ 地区計画による中心市街地の屋外広告物規制（平成２８年告示第１５１ 

  号） 

 「魅力的なまちなかづくりの基本的考え方」に基づき、高田地区地区計画に

「まちなか地区」を設けた。地区整備計画の建築物等の形態又は意匠の制限で

屋外広告物の大きさ等を規制している。 

【建築物利用広告物】 

１ 屋上広告物は設置してはならない。 

２ 広告板（壁面広告）の表示面積は、当該広告板が設置される建築物の各壁 

 面につき１０㎡以下かつ当該壁面の面積の５分の１以下とする。ただし、延 

 べ床面積３，０００㎡以上の建築物で、市長が特にやむを得ないと認める場 

 合はこの限りでない。 

３ そで看板（突出広告物）は、上端の高さは建築物より低く、かつ下端は地 

 表から２．５ｍ以上、建築物の壁面からの突出幅は１．５ｍ以下とする。 

【建植広告物等（建植広告物、アーチ広告物）】 

１ 同一敷地内に設置するものは、高さ１０ｍ以下かつ表示面積を１０㎡以下 

 とする。複数の建築物がある場合は合計で２０㎡以下とする。 

２ 広告の対象となる建築物の敷地外に建てるものは設置してはならない。 

３ 案内誘導広告物は岩手県屋外広告物条例に適合したものとする。 
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 ９ 陸前高田市中心市街地まちなかデザインガイドライン（平成２９年３月 

  発行） 

 店舗や事業所を建築しようとする際、賑わいと調和のとれたまちづくりに向

け、自主的にご協力をいただくものとしてまとめたもの。 

 検討にあたっては、平成２８年８月から１０月にかけて、出店予定者や市民

の皆さんと、みせづくり・まちづくりワークショップを開催し、活発な意見交

換を重ねてきた。 

【まちなかデザインガイドライン】 

１ まちなかデザインにあたって大切な視点 

・ 来訪者をあたたかく迎える親しみやすいデザイン 

・ 海、山、川など、周囲の自然と調和したデザイン 

・ 賑わいや活気、彩り、季節の変化を感じるデザイン 

２ まちなかの色彩を整える 

３ 自然素材や天然素材を積極的に活用する 

４ 建物や建物まわりのデザインを工夫する 

５ 屋外広告物のデザイン 

【建築物の外壁や屋根の色の範囲（使用範囲と推奨色）】 

 

 １０ 中心市街地における公共建築デザインの基本的考え方について（平成 

   ２８年１０月） 

 市街地の形成にあたっては良好なまちなみづくりが重要であり、中心市街地

においては昨年１２月の借地事業者募集説明会において「魅力的なまちなかづ

くりの基本的考え方」を示してきた。今後、中心市街地において大型商業施設

や個別店舗、公共建築物の設計等が進められることから、公共建築デザインの

基本的考え方を示すもの。 

 公共建築については、良好なまちなみづくりに寄与し、「ノーマライゼー 

ションという言葉のいらないまちづくり」を先導するものとなるように、以下

の点に配慮する。 

１ 誰もが使いやすい施設とするため、ユニバーサルデザインに配慮するとと

もに、障がい者や高齢者、専門家等の意見を踏まえて検討する。 

２ 災害時にも安全が確保され、いつでも安心して利用できるものにする。 

３ 維持管理費があまりかからないようなものにする。 

４ 周辺のまちなみとの調和を図り、単調な形態とならないようにする。 

５ 気仙杉等の地場産材の活用に努める。 

６ 周辺と調和する落ち着いた色彩とする。 

７ 外構は緑化に努める。 

（以下省略） 
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第２章 景観計画の区域 

 

  



14 

第１ 景観計画区域 3
 

  本計画の区域は、陸前高田市全域とします。 

 

第２ 区域区分 

 本計画区域内を、景観上の特性が異なる区域ごとに以下のとおり区分します。 

 特に重点的に景観形成に取り組む地域は「重点景観地域」とし、陸前高田市独自

の基準を定めて景観形成を進めます。 

 それ以外は「一般景観地域」とし、県計画の基準を準用して景観形成を進めます。 

 １ 重点景観地域 

 地域特性に応じてさらに以下の３つの地区に区分し、独自の基準を定めます。 

 

   

２ 一般景観地域 

 県計画の一般地域に準じて、３つの地区に区分します。 

 

※１ まちなか地区（中心市街地）は、地区計画で屋外広告物の位置や大きさ等 

  を定めており、この制限内容が適用されます。 4 

※２ 本市の区域には岩手県屋外広告物条例が適用されており、陸前高田市景観 

  計画にかかわらず、屋外広告物は規模等に応じて許可が必要になります。 5 

     【県計画】                 【陸前高田市景観計画】 

地域区分 

届出対象行為 

 

地域区分 

届出対象行為 

建築物 工作物 建築物 工作物 
屋外 

広告物 

一般

地域 

自然景観

地区 
  

重点

景観

地域 

復興祈念

公園周辺

地区 

 

  

農山漁村

景観地区 
  

今泉中心

地区 
   

市街地 

景観地区 
  

幹線道路

沿道地区 
   

 

 

 

 

 

 

一般

景観

地域 

自然景観

地区 
  

 
農山漁村

景観地区 

 
 

市街地 

景観地区 
  

                                                   
3
 法第８条第２項第１号参照 

4
 法第１６条第７項第１０号、本計画書２８ページ参照 

5 本計画と岩手県屋外広告物条例の関係の詳細は、市都市計画課にお問い合わせください。  

・ 復興祈念公園周辺地区 

・ 今泉中心地区 

・ 幹線道路沿道地区  

県 計 画 を 準

用。 

重 点 的に景観形成に

取り組んでいく地区。

屋外広告物も届出対

象に。 

県計画と陸前高田市景観計画の比較  
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               区域設定の考え方  

区域区分 区域設定の考え方 

重
点
景
観
地
域 

復興祈念公園 

周辺地区 

 復興祈念公園と一体的な景観をなすエリアとして、復興祈

念公園と調和した景観形成が求められる地区（復興祈念公園

とその周辺の平地部、かさ上げの一部をあわせたエリア） 

今泉中心地区 

 今泉地区の歴史・文化を受け継ぎ、地域特性や景観に配慮

したまちづくりが求められる地区（復元予定の吉田家住宅を

含む今泉地区中心部を基本としたエリア） 

幹線道路 

沿道地区 

 市内の国道や県道など、市外から復興祈念公園に至る主要

幹線の沿道等で、秩序ある景観形成が求められる地区（市内

の国道及び県道などの、道路端から３０ｍの範囲及び道路に

接する敷地） 

一
般
景
観
地
域 

自然景観地区 

 重点景観地域外で、山岳や海岸等、人為的な利用が尐なく、

自然の景観特性を有する地域等 

農山漁村 

景観地区 

 重点景観地域外で、主として農林水産業等によって形成さ

れる農山漁村の景観特性を有する地域等 

市街地 

景観地区 

 重点景観地域外で、主として商工業施設や住宅等によって

形成される市街地の景観特性を有する地域等 
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道路端から 30m の範囲 

及び道路に接する敷地 

   復興祈念公園周辺地区 

・ 復興祈念公園周辺、高田・

今泉地区の法肩道路等、国道

３４０号等から３０ｍの範囲 

   今泉中心地区  

・ 復元予定の吉田家

住 宅を 含 む 今 泉地

区 の中 心 部 を 基本

としたエリア 

 

  幹線道路沿道地区 
 市外から復興祈念公園に

至る主要幹線の沿道等 

＜参考＞まちなか地区（中心市街地）は、

地区計画で屋外広告物の位置や大きさ

等を定めており、この制限内容が適用さ

れます。  

（幹線道路沿道地区の例）  

 本計画区域と区域区分図 
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第３章 景観形成の方針 
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第１ 景観形成の基本方針 

 景観は、市、事業者及び市民のそれぞれが主体となる取組や行為によって形成さ

れていきます。それぞれの主体が共に進めていくべき景観形成の基本方針（良好な

景観の形成に関する方針 6）を以下のとおりとし、この方針に沿った景観形成を進め

ていきます。 

 

 

１ 自然との共生 

 陸前高田の豊かで美しい海、山、川によって形成された自然との共生を

感じることのできる良好な景観の形成を目指します。 

 

２ やさしさが感じられる、活力と潤いのあるいきいきとした生活環境 

 「ノーマライゼーションという言葉のいらないまち」としてのやさしさ

が感じられ、また、日常生活の中の身近な環境を、活力と潤いのあるいき

いきとしたものとして感じることのできる景観の形成を目指します。 

 

３ 歴史と文化の継承と復興の象徴 

 地域の歴史と文化が、今に引き継がれている姿を感じることができ、ま

た、復興祈念公園と併せて復興を象徴する景観の形成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
6
 法第８条第３項参照 
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第２ 地域別の景観形成の方針 

 本市は、地域ごとに多様で特色のある景観があります。こうした特色を生かして

いくため、以下のとおり地域別の景観形成の方針を定めます。 

 

 １ 重点景観地域 

 以下の３つの重点景観地域については、市独自の景観形成の方針を定めます。 

 

⑴ 復興祈念公園周辺地区 

 復興祈念公園には、県内で唯一とな

る「国営追悼・祈念施設（仮称）」が

設置され、復興を象徴する公園となり

ます。このため、公園と一体的な景観

を形成する周辺エリアも含め、無秩序

な建築物や屋外広告物を避け、公園と

調和した、復興の象徴にふさわしい景

観の形成を目指します。 

 

 

⑵ 今泉中心地区 

 今泉地区は、藩政時代に気仙地方の

郡政の中心地として栄えた地域です。

その中心地区について、歴史・文化を

受け継ぎ、後世に継承していくような

景観の形成を目指します。 

 

 

⑶ 幹線道路沿道地区 

 幹線道路の沿道は、ロードサイド型

の店舗の立地により、無秩序な景観が

形成されることが懸念されます。復興

祈念公園につながる市内の幹線沿道

について、周辺の自然やまちなみと調

和がとれた景観の形成を目指します。 

 

 

 

  

幹線道路沿道地区 

復興祈念公園周辺地区  

震災前の今泉中心地区 
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 ２ 一般景観地域 

   一般景観地域は、県計画の一般地域の景観形成の方針を準用し、以下のとおり 

  とします。 

 

⑴ 自然景観地区 

    陸前高田市の雄大で美しい自然景 

   観をしっかりと保全するとともに、 

   それと共生する人々の生活の姿を文 

   化として感じることのできる景観の 

   形成を目指します。 

 

  ⑵ 農山漁村景観地区 

    大らかな広田湾と、三陸特有のリ 

   アス式の海岸美等の優れた景観を保 

   全するとともに、海での生活の営み 

   を感じられる漁村景観の形成を目指 

   します。また、四季の移ろいによっ 

   て変わる水田風景や山林風景等を守 

   り育てることで、住む人が暮らしの 

   文化を引き継ぎ、「心のふるさと」と 

   感じられる農山漁村景観の形成を目 

   指します。 

 

⑶ 市街地景観地区 

    新しいまちとしての活力を感じさ 

   せながらも、震災前のまちの面影を 

   継承しながら、背後に垣間見ること 

   のできる山並み等の周辺景観と調和 

   した、陸前高田市らしさを持った新 

   市街地景観の形成を目指します。 

 

 

 

 

  

氷上山麓の家々や畑 

雷神山から市街地を望む  

   平成２９年４月末の中心市街地  
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第４章 良好な景観形成のための制限等 

 

 第１ 制限等の仕組み  ······························· ２２ 

 第２ 届出対象行為  ································· ２２ 

   １ 重点景観地域  ······························· ２２ 

   ２ 一般景観地域  ······························· ２５ 

   ３ 届出の適用除外について  ····················· ２７ 

 第３ 景観形成基準  ································· ３０ 

   １ 重点景観地域  ······························· ３０ 

    ⑴ 建築物  ··································· ３０ 

      色見本①～④  ····························· ３５ 

    ⑵ 工作物  ··································· ３９ 

      色見本⑤  ································· ４２ 

   ２ 一般景観地域  ······························· ４４ 

      色見本⑥  ································· ４８ 

 第４ 景観形成基準の運用方法等  ····················· ５０ 

 第５ 重要景観建造物及び景観重要樹木の指定方針  ······ ５１ 
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第１ 制限等のしくみ 

 前章の景観形成の方針に基づき、本市が必要な行為の制限等を行うことで、良好

な景観形成を推進します。 

 まず、本計画区域内の一定規模以上の建築物の建築等の行為について、届出対象

となる行為（以下「届出対象行為」という。）としての届出と行為の完了報告を義務

付けています。 

 届出対象行為には、それぞれの行為ごとに良好な景観形成のための行為の制限（以

下「景観形成基準」という。）を定めており、届出があったものについては、景観形

成基準に基づいて必要に応じて市が指導・勧告等を行います。 

 また、事前協議の仕組みを設けることで、あらかじめ技術的な助言や円滑な手続

の誘導を行います。 

 なお、届出対象行為に満たない規模の行為を行う者にも、同基準への自己確認を

求めることで、良好な景観形成を推進します。 

 

第２ 届出対象行為 

 景観法第１６条第１項の規定による届出又は同条第５項後段の規定による通知を

しなければならない行為は以下のとおりです。 

 １ 重点景観地域 

  ⑴ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若 

   しくは模様替又は色彩の変更 7 

 

１ 建築物の新築、増築、改築又は移転 

  次のいずれかの規模を超えるもの 

 ⑴ 高さ１０ｍ 

 ⑵ 延べ床面積１０㎡ 

２ １の規模に該当する建築物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色 

 彩の変更で、当該外観の変更に係る部分の面積が１０㎡を超えるもの 

３ 建築物利用広告物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修 

 繕若しくは模様替又は色彩の変更で、単面の表示面積が２㎡を超えるもの 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
7
 次ページの⑵とともに、特定届出対象行為といい、４７ページで内容を説明しています。 
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  ⑵ 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若 

   しくは模様替又は色彩の変更 

１ 工作物の新設、増築、改築又は移転 

  次に掲げる類型ごとの規模を超えることとなる工作物の新設又は移転 

種 類 規 模 

煙突、排気塔その他これらに類するもの 

高さ５ｍ 鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱その他これらに類するもの 

高架水槽、物見塔その他これらに類するもの 

観覧車、飛行塔、メリーゴーラウンド、ウォーターシュート、

コースターその他これらに類する遊戯施設 

高 さ ５ ｍ 又 は 築 造

面積１０㎡ 

コンクリートプラント、アスファルトプラントその他これらに

類する製造施設 

自動車車庫の用途に供する施設 

石油、ガス、飼料等の貯蔵施設 

汚物処理施設、ごみ処理施設その他これらに類する施設 

彫像、記念碑その他これらに類するもの 

太陽光発電設備 

擁壁、さく、塀その他これらに類するもの 高さ１．５ｍ 

電気供給のための電線路、有線電気通信のための線路その他こ

れらに類するもの（その支持物も含む。） 高さ１０ｍ 

空中線系（その支持物を含む。） 

自動販売機（屋外に設置されるものに限る。） 高さ１ｍ 

２ １の規模に該当する工作物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色 

 彩の変更で、当該外観の変更に係る部分の面積が１０㎡を超えるもの 

３ 建植広告物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若し 

 くは模様替又は色彩の変更で、単面の表示面積が２㎡を超えるもの 

 

⑶ 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 生じるのり面又は擁壁の高さ１．５ｍ     

２ 面積３００㎡ 

 

⑷ 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 生じるのり面又は擁壁の高さ１．５ｍ     

２ 面積３００㎡ 

 

⑸ 屋外における土石、廃棄物※1、再生資源※２その他の物件の堆積 

 堆積の期間が９０日を超え、かつ、次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 高さ１．５ｍ     

２ 面積１００㎡ 
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⑹ 水面の埋立て又は干拓 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 生じるのり面又は擁壁の高さ１．５ｍ     

２ 面積３００㎡ 

 

⑺ 木竹の伐採 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 木竹の高さ１０ｍ     

２ 伐採面積３００㎡ 

※１ 廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条

第１項に規定する廃棄物をいう。 

※２ 再生資源 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４８号）第２条 

       第４項に規定する再生資源をいう。   
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２ 一般景観地域 

⑴ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の変更 

１ 建築物の新築又は移転 

次のいずれかの規模を超えるもの 

⑴ 高さ１３ｍ   

⑵ 軒高９ｍ   

⑶ 延べ床面積１，０００㎡ 

２ 建築物の増築又は改築 

 ⑴ １の規模に該当する建築物の増築又は改築で、次のいずれかの規模を超えるもの 

ア 当該行為に係る床面積の合計が２００㎡ 

イ 当該行為に係る床面積の合計が、当該増築又は改築前の延べ床面積の２割 

 ⑵ 当該行為により、１の規模に該当する規模となる建築物の増築又は改築 

３ １の規模に該当する建築物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色 

 彩の変更で、当該外観の変更前の屋根の面積の２割を超えるもの又は外壁の面積の２ 

 割を超えるもの 

 

⑵ 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の変更 

１ 工作物の新設又は移転 

次に掲げる類型ごとの規模を超えることとなる工作物の新設又は移転 

種 類 規 模 

煙突、排気塔その他これらに類するもの 

高さ１３ｍ（工作物が建築物と一体

となって設置される場合において、

地盤面から当該工作物の上端までの

高さが１３ｍを超えるときは５ｍ）

又は築造面積１，０００㎡ 

鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱その他これらに

類するもの 

高架水槽、物見塔その他これらに類するもの 

観覧車、飛行塔、メリーゴーラウンド、ウォー

ターシュート、コースターその他これらに類す

る遊戯施設 

コンクリートプラント、アスファルトプラント

その他これらに類する製造施設 

自動車車庫の用途に供する施設 

石油、ガス、飼料等の貯蔵施設 

汚物処理施設、ごみ処理施設その他これらに類

する施設 

彫像、記念碑その他これらに類するもの 

太陽光発電設備 

擁壁、さく、塀その他これらに類するもの 高さ５ｍ 

電気供給のための電線路、有線電気通信のため

の線路その他これらに類するもの（その支持物

も含む。） 

高さ２０ｍ（工作物が建築物と一体

となって設置される場合において、

地盤面から工作物の上端までの高さ

が２０ｍを超えるときは１０ｍ） 

空中線系（その支持物を含む。） 高さ（工作物が建築物と一体となっ
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て設置される場合は、地盤面から当

該工作物の上端までの高さ）１５ｍ 

自動販売機（自然景観地区において屋外に設置

されるものに限る。） 
高さ１ｍ 

２ 工作物の増築又は改築 

 ⑴ １の規模に該当する工作物の増築又は改築で次のいずれかの規模を超えるもの 

 ア 当該行為に係る築造面積が２００㎡ 

 イ 当該行為に係る築造面積が、当該増築又は改築前の築造面積の２割 

⑵ 当該行為により、１の規模に該当する規模となる工作物の増築又は改築 

３ １の規模に該当する工作物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色 

 彩の変更で、当該外観の変更前の面積の２割を超えるもの 

 
 

⑶ 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 生じるのり面又は擁壁の高さ５ｍかつ長さ１０ｍ    

２ 面積３，０００㎡ 

 

⑷ 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 生じるのり面又は擁壁の高さ５ｍかつ長さ１０ｍ    

２ 面積３，０００㎡ 

 

⑸ 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積 

 堆積の期間が９０日を超え、かつ、次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 高さ５ｍ     

２ 面積１，０００㎡ 

 

⑹ 水面の埋立て又は干拓 

 次のいずれかの規模を超えるもの 

１ 面積３，０００㎡     

２ 生じるのり面又は擁壁 高さ５ｍかつ長さ１０ｍ 
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３ 届出の適用除外について 

 次に掲げる行為は、届出対象規模を超えていても届出を行う必要はありません。 

【景観法第１６条第７項第１号】 

 ⑴ 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

＜景観法施行令第８条＞ 

 １ 地下に設ける建築物の建築等又は工作物の建設等 

 ２ 仮設の工作物の建設等 

 ３ 次に掲げる木竹の伐採 

  イ 除伐、間伐、整枝その他木竹の保育のために通常行われる木竹の伐採 

  ロ 枯損した木竹又は危険な木竹の伐採 

  ハ 自家の生活の用に充てるために必要な木竹の伐採 

  ニ 仮植した木竹の伐採 

  ホ 測量、実地調査又は施設の保守の支障となる木竹の伐採 

 ４ 前３号に掲げるもののほか、次に掲げる行為 

  イ 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為 

  ロ 建築物の存する敷地内で行う行為であり、かつ、次のいずれにも該当しないも 

   の 

   ⑴ 建築物の建築等 

   ⑵ 工作物（当該敷地に存する建築物に附属する道路（私道を除く。）から容易 

    に望見されることのない物干場その他の工作物及び消火設備を除く。）の建設 

    等 

   ⑶ 木竹の伐採 

   ⑷ 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆たい積（高さ１．５ 

    ｍ以下のものを除く。） 

   ⑸ 特定照明  

  ハ 農業、林業又は漁業を営むために行う行為であり、かつ、次のいずれにも該当 

   しないもの 

   ⑴ 建築物の建築等 

   ⑵ 高さが１．５ｍを超える貯水槽、飼料貯蔵タンクその他これらに類する工作 

    物の建設等 

   ⑶ 用排水施設（幅員が２ｍ以下の用排水路を除く。）又は幅員が２ｍを超える 

    農道若しくは林道の設置 

   ⑷ 土地の開墾 

   ⑸ 森林の皆伐 

   ⑹ 水面の埋立て又は干拓 
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【景観法第１６条第７項第２号から第１０号】 

 ⑵ 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

 ⑶ 景観重要建造物について、景観法第２２条第１項の規定による許可を受けて行 

  う行為 

 ⑷ 景観計画に景観法第８条第２項第４号ロに掲げる事項が定められた景観重要

公共施設の整備として行う行為 

 ⑸ 景観重要公共施設について、景観法第８条第２項第４号ハ⑴から⑺までに規定

する許可（景観計画にその基準が定められているものに限る。）を受けて行う行

為 

 ⑹ 景観法第５５条第２項第１号の区域内の農用地区域（農業振興地域の整備に関

する法律第８条第２項第１号に規定する農用地区域をいう。）内において同法第

１５条の２第１項の許可を受けて行う同項に規定する開発行為 

 ⑺ 国立公園又は国定公園の区域内において、景観法第８条第２項第４号ホに規定

する許可（景観計画にその基準が定められているものに限る。）を受けて行う行

為 

 ⑻ 景観法第６１条第１項の景観地区（⑼において「景観地区」という。）内で行

う建築物の建築等 

 ⑼ 景観計画に定められた工作物の建設等の制限の全てについて景観法第７２条

第２項の景観地区工作物制限条例による制限が定められている場合における当

該景観地区内で行う工作物の建設等 

 ⑽ 地区計画等（都市計画法第４条第９項に規定する地区計画等をいう。以下同

じ。）の区域（地区整備計画（同法第１２条の５第２項第１号に規定する地区整

備計画をいう。以下同じ。）、特定建築物地区整備計画（密集市街地における防

災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第４９号）第３２条第２項第１

号に規定する特定建築物地区整備計画をいう。以下同じ。）、防災街区整備地区

整備計画（同法第３２条第２項第２号に規定する防災街区整備地区整備計画をい

う。以下同じ。）、歴史的風致維持向上地区整備計画（地域における歴史的風致

の維持及び向上に関する法律（平成２０年法律第４０号）第３１条第２項第１号

に規定する歴史的風致維持向上地区整備計画をいう。以下同じ。）、沿道地区整

備計画（幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和５５年法律第３４号）第９条

第２項第１号に規定する沿道地区整備計画をいう。以下同じ。）又は集落地区整

備計画（集落地域整備法（昭和６２年法律第６３号）第５条第３項に規定する集

落地区整備計画をいう。以下同じ。）が定められている区域に限る。）内で、景

観法第８条第４項第２号の制限で景観計画に定められたもののすべてが地区整

備計画、特定建築物地区整備計画、防災街区整備地区整備計画、歴史的風致維持

向上地区整備計画、沿道地区整備計画又は集落地区整備計画において定められて

いる場合に、当該地区計画等の区域内で行う土地の区画形質の変更、建築物の新

築、改築若しくは増築、工作物の新設、改築若しくは増築又は建築物若しくは工

作物の形態意匠の変更 
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【景観法第１６条第７項第１１号】 

⑾ その他政令又は景観行政団体の条例で定める行為 

＜政令で定める行為（景観法施行令第１０条）＞ 

 １ 景観計画に定められた開発行為又は景観法施行令第２１条各号に掲げる行 

  為の制限のすべてについて景観法第７３条第１項又は第７５条第２項の規定 

  に基づく条例で景観法施行令第２２条第３号イ又はロ（第２４条において準 

  用する場合を含む。）の制限が定められている場合におけるこれらの条例の規 

  定による許可又は協議に係る行為 

 ２ 景観計画に定められた建築物の建築等又は工作物の建設等の制限のすべて 

  について景観法第７５条第１項の規定に基づく条例で景観法施行令第２３条 

  第１項第１号の制限が定められている場合における当該準景観地区内で行う 

  建築物の建築等又は工作物の建設等 

 ３ 文化財保護法（昭和２５年 法律第２１４号）第４３条第１項若しくは第 

  １２５条第１項の許可若しくは同法第８１条第１項の届出に係る行為、同法第 

  １６７条第１項の通知に係る同項第６号の行為若しくは同法第１６８条第１ 

  項の同意に係る同項第１号の行為又は文化財保護法施行令（昭和５０年政令第 

  ２６７号）第４条第２項の許可若しくは同条第５項の協議に係る行為 

 ４ 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第４条又は第５条の規定に基づ 

  く条例の規定に適合する屋外広告物の表示又は屋外広告物を掲出する物件の 

  設置 

 

＜条例で定める行為＞ 

 １ 岩手県文化財保護条例（昭和５１年岩手県条例第４４号）第１６条第１項若 

  しくは第４１条第１項の規定により許可を受けて行う行為又は同条例第３４ 

  条第１項の規定により届け出て行う行為 

 ２ 陸前高田市文化財保護条例(昭和５３年陸前高田市条例第２１号)第１５条

第１項若しくは第３６条第１項の規定により許可を受けて行う行為又は同条

例第３１条第１項の規定により届け出て行う行為 

 ３ 岩手県文化財保護条例第１６条第１項ただし書又は第４１条第１項ただし 

  書の規定により届け出て行う行為 

 ４ 陸前高田市文化財保護条例第１５条第１項ただし書又は第３６条第１項た

だし書に規定する行為 

 ５ 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積で堆積の期間が 

  ９０日を超えないもの 
 

 

 ※ 国の機関や地方公共団体が行う建築等の行為について 

   法第１６条第５項及び第６項により、国の機関や地方公共団体が行う行為は、届出 

  を必要とせず、景観行政団体にその旨を通知することとなります。通知を受けた景観 

  行政団体は、良好な景観の形成に必要な限度において、景観計画に定めた制限に適合 

  するようとるべき措置について協議を求めることができます。 
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第３ 景観形成基準 8 

 景観計画では、届出対象行為についてそれぞれの行為ごとに景観形成基準を定め

ています。市は、届出を受けて景観形成基準への適合を審査し、必要に応じて指導・

勧告や、形態意匠の変更命令等を行います。 

１ 重点景観地域 

  ⑴ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若 

   しくは模様替又は色彩の変更 

適用部位 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

建 築 物 の 高 さ に

関する制限(最高

高さ) 

地盤面 9から最上部ま

での高さ 10を１３ｍ以下

とする。 

地盤面から最上部ま

での高さを１３ｍ以下

とする。 

地盤面から最上部ま

での高さを１５ｍ以下

とする。 

復興祈念公園からの

眺望を妨げないよう努

める。 

― 

道路沿道の眺望を妨

げないよう努める。 

自然の地形をできる限り生かすよう努める 

壁面の位置の 

制限 

道路等に接する壁面

位置は、敷地境界から

限り後退しゆとりある

空間の創出に努める。 

地区の歴史や文化を

を踏まえ、壁面を揃え

るなどまちなみの連続

性に配慮する。 

道路等に面する壁面

の位置を揃え、スカイ

ラインが揃った高さと

なるよう努める。 

形
態
意
匠
の
制
限 

周辺との

調和 

復興祈念公園と調和

した形態意匠とするよ

う努める。 

地区の歴史や文化に

配慮し、周囲のまちなみ

や緑と調和した形態意

匠とするよう努める。 

周辺の建築物や緑と

調和した形態意匠とす

るよう努める。 

外壁 
道路等の公共空間に面する壁面は、分節化や陰影処理等を行うことによ

り、単調な平滑面とならないように努める。 

屋根形状 ― 

和風の屋根形状（切

妻や入母屋等）とする

よう努める。 

― 

建築物の

外壁や屋

根の色彩 

 周辺の自然に調和し、まちなみの連続性や統 

一感を創出するために、別記１の範囲の色彩を 

用いる。→色見本① ｐ３５ 

 周辺の自然に調和し、

まちなみの連続性や統

一感を創出するために、

別記２ の範囲の色彩を

用いる。 

→色見本② ｐ３６ 

素

材 

周辺と 

の調和 

外壁や屋根等には、自然素材(瓦葺含む)や地場産素材を活用し、まちな

みや周囲の景観との調和に努める。 

                                                   
8
 法第８条第２項第２号参照 

9 建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面をいいます。建築基準法施行令第２  

 条第２項  
10 最上部は、原則として塔屋や照明設備等も含みます。アンテナや避雷針等の線状の形状のものは除  

 きます。  
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経年 

変化 

 屋根及び外壁等は、経験変化による質の低下の尐ない素材を用いるよ

うに努める。 

反射 
屋根及び外壁等に、金属やガラス等の素材を用いる場合は、反射等によ

る周辺への影響の軽減に努める。 

敷
地 

緑化率 敷地内は、原則として、緑化率１０％以上の緑化に努める。 

樹木や 

植栽 

敷地内の樹木や植栽は、保全と活用に努める。 

 
門、塀、 

柵 

門、塀、柵等を設置する場合は、周辺と調和した形態意匠や素材とす

るよう努める。 

道路等に面した敷地境界に６０ｃｍを超える高さのブロック等の塀は

設けないよう努める。 

そ
の
他 

付 帯 施

設 

空調室外機等の付帯設備は、植栽、塀、壁で覆うなど、道路等の公共空

間から見えないよう努める。 

照明 
屋外照明を設置する場合は、光源の種類、位置、光量等を工夫し、周

囲への配慮に努める。 

付 属 建

物 

車庫や物置等の付属建物を設置する場合は、周辺の景観と調和した形態

意匠や素材を用いるように努める。 

既 存 の

改善 

増築や改修等の行為を行う場合は、既存部分の景観改善も行うよう努め

る。 
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11 それぞれの屋外広告物の定義は、屋外広告物法、岩手県屋外広告物条例及び同施行規  

 則によります。  

適用部位 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

形
態
意
匠
の
制
限 

建
築
物
利
用
広
告
物1

1 

自
家
用
広
告
物
・
公
共
目
的
広
告
物 

規
模 

広告板（壁面広告）の表示面積は、当該広告板が設置される建築物の

各壁面につき１０㎡以下かつ当該壁面の面積の５分の１以下とする。た

だし、延べ床面積３，０００㎡以上の建築物で、市長が特にやむを得な

いと認める場合はこの限りでない。 

位
置 

建築物利用広告物の相互間の距離は０．２ｍ以上とする。 

屋上広告物は禁止する。 

そで看板(突出広告物)は、上端の高さは建築物より低く、かつ下端は

地表から２．５ｍ以上、建築物の壁面から突出幅は１．５ｍ以下とする。 

色
彩 

 別記３の範囲の色彩を用いる。 

→色見本③ ｐ３７ 

 

 別記４の範囲の色彩

を用いる。 

→色見本④ ｐ３８ 

 

案
内
誘
導
広
告
物 

規 

模 

表示面積は単面５㎡以下とする。 表 示 面 積 は 単 面 ７

㎡以下とする。 

位
置 

建築物利用広告物の相互間の距離は０．２ｍ以上とする。 

案内誘導の対象となる観光地等からの距離は１０ｋｍ以内とする。 

案内誘導建築物利用広告物等の合計数が６以内であること。 

屋上広告物を禁止する。 

そで看板(突出広告物)は、上端の高さは建築物より低く、かつ下端は

地表から２．５ｍ以上、建築物の壁面から突出幅は１．５ｍ以下とする。 

色
彩 

 別記３の範囲の色彩を用いる。 

→色見本③ ｐ３７ 

別記４の範囲の色彩

を用いる。 

→色見本④ ｐ３８ 

その他 

広告物 

設置不可とする。 
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別記１ 復興祈念公園周辺地区及び今泉中心地区における外壁・屋根の色彩の使用範囲 

   →色見本① ｐ３５ 

適用部位 色相 明度 彩度 

外壁 
Ｒ、ＹＲ、Ｙ 

８以上の場合 ２以下 

４以上８未満の場合 ４以下 

Ｎ ４以上 － 

屋根 
Ｒ、ＹＲ、Ｙ、ＧＹ ６以下 ２以下 

Ｎ ６以下 － 

 

別記２ 幹線道路沿道地区における外壁・屋根の色彩の使用範囲→色見本② ｐ３６ 

適用部位 色相 明度 彩度 

外壁 
Ｒ、ＹＲ、Ｙ 

８以上の場合 ３以下 

２以上８未満の場合 ６以下 

Ｎ ２以上 － 

屋根 
Ｒ、ＹＲ、Ｙ、ＧＹ ７以下 ４以下 

Ｎ ７以下 － 

 

別記３ 復興祈念公園周辺及び今泉中心地区における建築物利用広告物（自家用広告物、公共 

   目的広告物、案内誘導広告物）の色彩の使用範囲 

色相 彩度 

Ｒ、ＹＲ、Ｙ ８以下 

上記以外 ６以下 

 

別記４ 幹線道路沿道地区における建築物利用広告物（自家用広告物、公共目的広告物、案内 

   誘導広告物）の色彩の使用範囲 

色相 彩度 

Ｒ、ＹＲ、Ｙ １０以下 

上記以外 ８以下 

 

 

 建築物の色彩基準に関する例外規定 

 ⑴ 木材や石材、土壁、レンガなどの自然素材を使用しているものや、文化財や寺社仏閣な 

  ど地域固有の歴史文化的資産で、上表の基準の範囲から外れる場合は、個別に協議し判断 

  する。 

 ⑵ 建築物利用広告物について、表示面積の１／３未満で用いる色彩は、３色に限り上表以 

  外の使用も可能とする。 

  



34 

 緑化率の定義と算出方法 12 

 

 １ 緑化率は、次の式により算出する。 

   緑化率（％）＝緑被面積（㎡）／（敷地面積（㎡）×（1－建ぺい率））×１００ 

 

 ２ 必要緑被面積は以下の方法で算出する。 

  ⑴ 都市計画区域内では、（敷地面積）×（１－建ぺい率）×（景観形成基準で定める緑 

   化率）で算出する。 

  （例）市街地景観地区（敷地面積１，０００㎡建ぺい率５０％の場合） 

１，０００×（１－０．５）×１０％＝５０㎡  

  ⑵ 都市計画区域外は、（敷地面積）×（１－０．７）×（景観形成基準で定める緑化率） 

   で算出する。 

  （例）自然景観地区（敷地面積１，０００㎡の場合） 

１，０００×（１－０．７）×２０％＝６０㎡  

 

 ３ 緑被面積の算定は、次のそれぞれにより算定された緑被面積の合計とする。  

   ※ 芝生は緑被面積には含まれない。 

  ⑴ 樹木 

    樹木は、樹冠の水平投影面積を実測するか、若しくは下表を用いて算出する。 

樹木の高さ 緑被面積 

１ｍ以下の場合 ０．５㎡ 

１ｍを超え２ｍ以下の場合 １．５㎡ 

２ｍを超え３ｍ以下の場合 ３．５㎡ 

３ｍを超え４ｍ以下の場合 ６．０㎡ 

４ｍを超え５ｍ以下の場合 １０．５㎡ 

５ｍを超え６ｍ以下の場合 １４．０㎡ 

６ｍを超える場合 １９．５㎡ 

 

  ⑵ 生垣 

    生垣の場合は、生垣の延長に０．６ｍを乗じて算出する。 

    （例）生垣の延長３０ｍの場合３０ｍ×０．６ｍ＝１８㎡（緑被面積）  

 

 

 

  

                                                   
12 県計画の規定を準用。  
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色見本①  復興祈念公園周辺地区・今泉中心地区における外壁・屋根の色彩の使用範囲 

 
※ 色彩の基準は、日本工業規格のＺ８７２１に定める三属性による色の表示方法によります。 

※ 印刷による色再現のため、実際のマンセル値による色とは異なる場合があります。 
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色見本②  幹線道路沿道地区における外壁・屋根の色彩の使用範囲 

 
※ 色彩の基準は、日本工業規格のＺ８７２１に定める三属性による色の表示方法によります。 

※ 印刷による色再現のため、実際のマンセル値による色とは異なる場合があります。 
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色見本③  復興祈念公園周辺地区・今泉中心地区における屋外広告物の色彩の使用範囲 

 
※ 色彩の基準は、日本工業規格のＺ８７２１に定める三属性による色の表示方法によります。 

※ 印刷による色再現のため、実際のマンセル値による色とは異なる場合があります。 
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色見本④  幹線道路沿道地区における屋外広告物の色彩の使用範囲 

 

※ 色彩の基準は、日本工業規格のＺ８７２１に定める三属性による色の表示方法によります。 

※ 印刷による色再現のため、実際のマンセル値による色とは異なる場合があります。   
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 ⑵ 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若し 

  くは替又は色彩の変更 

適用部位 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

高

さ

の

最

高

限

度 

工作物(建植広告

物を除く) 

地盤面(地面に高低差がある場合は、建築物の

地面と接する位置の平均の高さ)から最上部ま

での高さを１３ｍ以下とする。 

地盤面 (地面に高

低差がある場合は建

築物の地面と接する

位置の平均の高さ )

から最上部までの高

さを１５ｍ以下とす

る。 

復 興 祈 念 公 園 か ら の

眺 望 を 妨 げ な い よ う 努

める。 

― 

道路沿道の眺望を

妨 げ な い よ う 努 め

る。 

自然の地形をできる限り生かすよう努める。 

建植 

広告物 

自家用公

告物・公

共用広告

物 

高さ５ｍ以下とする。 自然景観地区 13 

 ３ｍ以下 

農山漁村景観地区 

 ７．５ｍ以下 

市街地景観地区 

７．５ｍ以下 

案内誘導 

広告物 

高さ５ｍ以下とする。 自然景観地区 

３ｍ以下 

農村漁村景観地区 

 ５ｍ以下 

市街地景観地区 

 ５ｍ以下 

工作物の位置の制限 

主要な道路の境界から５ｍ以上後退した位置するよう努める。 

ただし、次のものを除く 

⑴ 擁壁、さく、塀、自動販売機、建植広告物、その他これらに類す 

 るもの。 

⑵ 電気供給のための電線路、有線電気通信のための線路、空中線系 

 その他これらに類するもの（その支持物を含む。）ただし、高さ 

 ２０ｍ（工作物が建築物と一体となって設置される場合において、 

 地盤面から当該工作物の上端までの高さが２０ｍ超えるときは 

 １０ｍ）以下のものに限る。 

形

態

意

匠

の

制

周辺との調和 

復 興 祈 念 公 園 と 調 和

し た 形 態 意 匠 と す る よ

う努める。 

地区の歴史や文化

に配慮し、周囲のまち

なみや緑と調和した

形態意匠とするよう

努める。 

周辺の建築物や緑

と調和した形態意匠

とするよう努める。 

樹木や植栽 
敷地内の樹木や植栽は、保全と活用に努める。 

                                                   
13 表中の「自然景観地区」「農山漁村景観地区」「市街地景観地区」は、岩手県屋外広告物条例に基づ  

 く区域区分です。  
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限 
照明 

屋外照明を設置する場合は、光源の種類、位置、光量及び配光特性

に配慮し、過剰な光が周囲に散乱しないように努める。 

色彩 (建植広告物

お よ び 自 動 販 売

機を除く) 

使用する色彩は、周辺の自然に調和し、まちなみの連続性や周辺と

の統一感を創出するために、別記５の範囲の色彩を用いる。 

→色見本⑤ ｐ４３ 

建
植
広
告
物 

自
家
用
広
告
物
・
公
共
目
的
広
告
物 

規模 
表示面積は単面５㎡以下とする。  表示面積は単面７

㎡以下とする。 

位置 

建植広告物の相互間の距離は０．２ｍ以上とする。 

踏切等からの距離は１０ｍ以上とする。（ただし、自家用広告物につ

いてはこの限りでない。） 

道路を横断するものにあっては、国道、県道、幅員８ｍ以上の市道

上に表示し、又は設置するものでないこと。 

色彩 

⑴ 別記６の範囲の色彩を用いる。 

→色見本③ ｐ３７ 

 

別記７の範囲の色

彩を用いる。 

→色見本④ ｐ３８ 

周辺

との

調和 

 周りの建物やまちなみとの調和がとれたものとし、強い光が連続的

に点滅したり、動きの激しい映像、大きな音を出すこと等は避ける。 

案
内
誘
導
広
告
物 

規模 

表示面積は単面５㎡以下とする。 自然景観地区 

 ３．５㎡以下 

農村漁村景観地区 

 ５㎡以下 

市街地景観地区 

 ５㎡以下 

位置 建植広告物の相互間の距離は０．２ｍ以上とする。 

踏切等からの距離は１０ｍ以上とする。 

道路を横断するものにあっては、国道、県道、幅員８ｍ以上の市道

上に表示し、又は設置するものでないこと。 

案内誘導の対象となる観光地等からの距離は１０ｋｍ以内とする。 

同一の観光地等に係る案内誘導広告物（建植広告物であるものに限

る。）からの距離は１００ｍ以上とする。 

案内誘導建植広告物等の合計数が６以内であること。 

色彩 別記６の範囲の色彩を用いる。 

→色見本③ ｐ３７ 

別記７の範囲の色

彩を用いる。 

→色見本④ ｐ３８ 

周 辺

と の

調和 

周りの建物やまちなみとの調和がとれたものとし、強い光が連続的

に点滅したり、動きの激しい映像、大きな音を出すこと等は避ける。 

その他 

広告物 

設置不可とする。 



41 

自動

販売

機 

周辺との 

調和 

屋外に設置する自動販売機 14は、色彩について周辺の景観と調和さ

せるよう努める。 

さらに、建築物等に添った位置に設置することや被覆等に努める。 

太陽光発電設備 

 

 設置にあたっては、周辺の自然環境や眺望等の景観に配慮するよう

努める。 

⑴ 主要な眺望点や道路、敷地境界等から目立たないよう、設備の配 

 置位置や植栽等を工夫する。 

⑵ 高低差のある敷地の場合、最上部の高さが周囲の景観から突出し 

 ないように努める。 

⑶ フレームや設備機器等の色彩は周囲の環境と調和するよう努め 

 る。 

 

 

別記５ 復興祈念公園周辺地区、今泉中心地区、幹線道路沿道地区における工作物（建植広告 

   物及び自動販売機を除く）の色彩の使用範囲 

色相 明度 彩度 

Ｒ、ＹＲ、Ｙ 
８以上の場合 ３以下 

２以上８未満の場合 ６以下 

上記以外 ２以上 ２以下 

Ｎ ２以上 － 

 

別記６ 復興祈念公園周辺及び今泉中心地区における建植広告物（自家用広告物、公共目的広 

   告物、案内誘導広告物）の色彩の使用範囲 

色相 彩度 

Ｒ、ＹＲ、Ｙ ８以下 

上記以外 ６以下 

 

別記７ 幹線道路沿道地区における建植広告物（自家用広告物、公共目的広告物、案内誘導広 

   告物）の色彩の使用範囲 

色相 彩度 

Ｒ、ＹＲ、Ｙ １０以下 

上記以外 ８以下 

 

 

 工作物の色彩基準に関する例外規定  

 ⑴ 木材や石材、土壁、レンガなどの自然素材を使用しているものや、文化財や寺社仏  

  閣など地域固有の歴史文化的資産で、上表の基準の範囲から外れる場合は、個別に協  

  議し判断する。  

 ⑵ 建植広告物について、表示面積の１／３未満で用いる色彩は、３色に限り上表以外  

  の使用も可能とする。  

                                                   
14 自動販売機の外観の色彩は、「清涼飲料自動販売機協議会」加盟団体による自動販売機自主景観ガ  

 イドラインによる推奨色（マンセル表色系：５Ｙ７．５／１．５）も参考にしながら周辺の景観と  

 の調和を図ることとします。  
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色見本⑤  復興祈念公園周辺地区・今泉中心地区・幹線道路沿道地区における工作物（建

植広告物と自動販売機を除く）の色彩の使用範囲 

 
※ 色彩の基準は、日本工業規格のＺ８７２１に定める三属性による色の表示方法によります。 

※ 印刷による色再現のため、実際のマンセル値による色とは異なる場合があります。   



43 

 

 ⑶ 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為土地の開墾、土地の形質の変更、 

  水面の埋立て又は干拓 

行為の種類 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

形状 

・ 

緑化 

圧迫感 

威圧感 

できる限り現状の地形を生かし、長大なのり面及び擁壁が生じないよ

うに努める。 

緑化 
のり面はできる限り緑化が可能なこう配とし、周囲の植生と調和した

緑化に努める。 

 

 ⑷ 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積 

行為の種類 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

堆積の

方法 

調和 秩序ある物の堆積により、周辺の景観と調和するよう努める。 

離れ 

道路等の公共空間に面する敷地境界から、できる限り離れた位置に物

を堆積するよう努める。 

高さ 
物を積み上げる場合には、眺望の妨げや圧迫感の軽減に配慮し、高さ

を低くするよう努める。 

遮へい 視線 
行為の場所が道路等の公共空間から見えないよう、周辺と調和した樹

木又は屏等による遮へいに努める。 

 

 ⑸ 鉱物の採取又は土石の採取 

行為の種類 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

遮へい 視線 
行為の場所が道路等の公共空間から見えないよう、周辺と調和した樹

木又は屏等による遮へいに努める。 

行為後

の措置 
緑化 

行為後は、周辺の自然植生と調和した緑化に努める。 

 

 ⑹ 木竹の伐採 

行為の種類 復興祈念公園周辺地区 今泉中心地区 幹線道路沿道地区 

伐採の

規模・

方法等 

規模 木竹の伐採は、その目的に応じ、必要最小限の規模とするよう努める。 

道路沿い 道路の境界付近の木竹は、保存するよう努める。 

既存樹木 
樹姿又は樹勢の優れた樹木がある場合には、保存又は移植による活用

に努める。 

行為後

の措置 
緑化 

伐採後の跡地は、行為後の土地利用に応じ、周辺の景観と調和するよ

う緑化に努める。 
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 ２ 一般景観地域 

  ⑴ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若 

   しくは模様替又は色彩の変更 

行為の種類 自然景観地区 農山漁村景観地区 市街地景観地区 

位置

等 

壁面の 

位置 

道路等の公共空間に面する壁面位置は、敷地

境界からできる限り後退し、ゆとりある空間の

創出に努める。 

道路等の公共空間に

面する壁面位置は、周

辺のまち並みの連続性

との調和に努める。 

高さ 

原則として１５ｍを

超えないよう努める。 

やむを得ない事情に

より１５ｍを超える場

合は、景観への影響を

軽減させるため、必要

な措置 15を行う。 

原則として２１ｍを

超えないよう努める。 

やむを得ない事情に

より２１ｍを超える場

合は、景観への影響を

軽減させるため、必要

な措置を行う。 

周辺のまちなみ等か

ら突出しない高さとす

るよう努める。 

形態 

意匠 

周辺との調和 周辺地域のまちなみや景観と調和した形態意匠とするよう努める。 

外壁

（圧迫感） 

道路等の公共空間に面する壁面は、分節化や陰影処理等を行うことに

より、単調な平滑面とならないよう努める。 

屋根形状 

原則として陸屋根を避けるよう努める。 

やむを得ない事情により陸屋根とする場合

は、景観への影響を軽減させるため、必要な措

置を行う。 

－ 

色彩 

推奨色 

屋根及び外壁等は、純色 16等は用いず、原則として推奨色 17を用いる等、

周辺景観と調和するよう努めること。屋根及び外壁等は、周辺の建築物

等と同様の色調の色を用いる等、周辺景観と調和するよう努める。 

避けるべき

色の範囲 

 やむを得ず純色を用 

いる場合は、屋根及び 

外 壁 等 の 見 付 面 積 の 

１５％以内とする。 

 やむを得ず純色を用

いる場合は、屋根及び

外 壁 等 の 見 付 面 積 の 

２０％以内とする。 

やむを得ず純色を用

いる場合は、屋根及び

外 壁 等 の 見 付 面 積 の 

２５％以内とする。 

素材 

周辺との 

調和 

屋根及び外壁等は、地場の自然素材や伝統的素材等を活用し、周辺地

域のまちなみや景観との調和に努める。 

経年変化 
屋根及び外壁等は、できる限り経年変化による質の低下の尐ない素材

を用いる。 

 
反射 

屋根及び外壁等に、金属やガラス等の光沢素材を用いる場合は、反射

等による周辺への影響の軽減に努める。 

敷地 緑化率 

敷地内は、原則とし

て、敷地周辺を中心に、

緑化率２０％以上の緑

化に努める。 

敷地内は、原則とし

て、敷地周辺を中心に、

緑化率１５％以上の緑

化に努める。 

敷地内は、原則とし

て、敷地周辺を中心に、

緑化率１０％以上の緑

化に努める。 

                                                   
15 原則に適合しない項目について、他の方策により、原則に適合した場合と同等程度の効果を得られ  

 るよう景観対応を行い、計画書を提出すること。 
16 マンセル表色系（ＪＩＳ Ｚ８７２１）において、各色相の最も彩度の高い色及び彩度１０以上の  

 色をいう。  
17 ンセル表色系（ＪＩＳ Ｚ８７２１）において、別表の範囲の色をいう  
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既存樹木 敷地内に既存の樹木がある場合には、保存と活用に努める。 

門、塀、柵 
門、塀、柵等を設置する場合は、周辺と調和した形態意匠や素材とす

るよう努める。 

その

他 

付帯施設 
建築物に付帯する設備は、植栽、塀、壁等で遮へいし、道路等の公共

空間から水平視線で見えないよう努める。 

照明 
屋外照明を設置する場合は、光源の種類、位置、光量及び配光特性に

配慮し、過剰な光が周囲に散乱しないよう努める。 

既存の 

改善 

増築や改修等の行為を行う場合は、既存部分の景観改善も行うよう努

める。 

 

  ⑵ 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若 

   しくは模様替又は色彩の変更 

行為の種類 自然景観地区 農山漁村景観地区 市街地景観地区 

位置 

・ 

高さ 

壁面の 

位置 

主要な道路（国県道）の境界から５ｍ以上後退した位置にするよう努め

る。（擁壁、柵、平、自動販売機その他これらに類するものを除く) 

高さ 

道路等の公共空間から見て、周辺の山並みの

りょう線を切らないような高さとするよう努め

る。 

周 辺 の ま ち 並 み 等

が 形 成 す る ス カ イ ラ

イ ン か ら 突 出 し な い

高 さ と す る よ う 努 め

る。 

形態 

意匠 

周辺との 

調和 

周辺地域のまち並みや景観と調和した形態意匠とするよう努めるこ

と。擁壁にあっては、分節化や陰影処理等を行うことにより、単調な平

滑面とならないよう努める。 

色彩(推

奨色 ) 

純色等は用いず、周辺景観と調和するよう努める。(自動販売機を除

く) 

素材 

（経年変化） 

外壁材に使用する素材は、できる限り経年変化による質の低下の尐な

い素材を用いる。 

敷地 緑化 
敷地内はできる限り緑化し、既存の樹木がある場合は、保存と活用に

努める。 

その他 

照明 
屋外照明を設置する場合は、光源の種類、位置、光量及び配光特性に

配慮し、過剰な光が周囲に散乱しないよう努める。 

自動 

販売機 

屋外に設置する自動販売機は、位置や外観の色彩の検討や、被覆等に

より、周辺景観と調和するよう努める。 

太陽光発電設備 

設置にあたっては、周辺の自然環境や眺望等の景観に配慮するよう努

める。 

⑴ 主要な眺望点や道路、敷地境界等から目立たないよう、設備の配置 

 位置や植栽等を工夫する。 

⑵ 高低差のある敷地の場合、最上部の高さが周囲の景観から突出しな 

 いように努める。 

⑶ フレームや設備機器等の色彩は周囲の環境と調和するよう努める。 
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  ⑶ 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為土地の開墾、土地の形質の変 

   更、水面の埋立て又は干拓 

行為の種類 自然景観地区 農山漁村景観地区 市街地景観地区 

形状 

・緑化 

圧迫感 

威圧感 

できる限り現状の地形を生かし、長大なのり面及び擁壁が生じないよ

うに努める。 

緑化 
のり面はできる限り緑化が可能なこう配とし、周囲の植生と調和した

緑化に努める。 

 

  ⑷ 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積 

行為の種類 自然景観地区 農山漁村景観地区 市街地景観地区 

堆積の

方法 

調和 秩序ある物の堆積により、周辺の景観と調和するよう努めること。 

離れ 

 

道路等の公共空間に面する敷地境界から、できる限り離れた位置に

物を堆積するよう努める。 

高さ 
物を積み上げる場合には、眺望の妨げや圧迫感の軽減に配慮し、高

さを低くするよう努める。 

遮へい 
視線 

行為の場所が道路等の公共空間から見えないよう、周辺と調和した

樹木又は屏等による遮へいに努める。 

 

  ⑸ 鉱物の採取又は土石の採取 

行為の種類 自然景観地区 農山漁村景観地区 市街地景観地区 

遮へい 視線 
行為の場所が道路等の公共空間から見えないよう、周辺と調和した

樹木又は屏等による遮へいに努める。 

行為後の措置 緑化 行為後は、周辺の自然植生と調和した緑化に努める。 
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推奨色の範囲→色見本⑥ ｐ４８ 

色 相 
外 壁 屋 根 

明 度 彩 度 明 度 彩 度 

Ｒ（赤）系 
２．５以上６．０未満 ６．５以下 

６．０未満 ６．５以下 
２．０以上２．５未満 １．５を超え６．５以下 

ＹＲ（黄赤）系 
３．０以上７．０未満 ６．５以下 

７．０未満 ６．５以下 
２．５以上３．０未満 １．５を超え６．５以下 

Ｙ（黄）系 
３．０以上７．５未満 ６．０以下 

７．５未満 ６．０以下 
２．５以上３．０未満 １．５を超え６．０以下 

ＧＹ（黄緑）系 
３．０以上７．０未満 ５．５以下 

７．０未満 ５．５以下 
２．５以上３．０未満 １．５を超え５．５以下 

Ｇ（緑）系 
２．５以上６．５未満 ５．０以下 

６．５未満 ５．０以下 
２．０以上２．５未満 １．５を超え５．０以下 

ＢＧ（青緑）系 
２．５以上６．０未満 ５．０以下 

６．０未満 ５．０以下 
２．０以上２．５未満 １．５を超え５．０以下 

Ｂ（青）系 
２．５以上５．５未満 ５．０以下 

５．５未満 ５．０以下 
２．０以上２．５未満 １．５を超え５．０以下 

ＰＢ（青紫）系 
２．０以上５．０未満 ５．５以下 

５．０未満 ５．５以下 
１．５以上２．０未満 １．５を超え５．５以下 

Ｐ（紫）系 
２．０以上５．０未満 ５．５以下 

５．０未満 ５．５以下 
１．５以上２．０未満 １．５を超え５．５以下 

ＲＰ（赤紫）系 
２．５以上５．５未満 ６．０以下 

５．５未満 ６．０以下 
２．０以上２．５未満 １．５を超え６．０以下 

Ｎ（無彩色） ２．０以上９．０未満 － 
２．０以上

７．０未満 
－ 
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色見本⑥  一般景観地区の色彩基準における純色等および推奨色の範囲 
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勧告 

罰則 ⑴  

⑵  公表 

 

第４ 景観形成基準の運用方法等 

 １ 事前協議について 

   良好な景観の形成を円滑に進めるために、届出対象となる規模かどうかにかか 

  わらず、建築物等の計画段階で市にご相談いただくようお願いします。市では、 

  専門家等の意見も伺いながら助言等を行います。  

 ２ 届出対象となる規模の行為について 

   建築物の建築等の行為の届出は、行為の着手３０日前までにお願いします。 18 

  市は、届出があった行為の内容が景観形成基準に適合しているか審査を行い、景 

  観形成基準に合致していないと認められた場合、次の方法で指導等を行います。 

  ⑴ 建築物及び工作物の形態意匠（特定届出対象行為）に関する基準について 19 

   ア 景観形成基準に適合するよう、指導を行います。 

   イ 指導に従わない場合、陸前高田市景観審議会の意見を聴いた上で、変更等 

    の必要な措置をとることを、法第１７条第１項に基づき命令します。命令の 

    前に、法第１６条第３項に基づき勧告することがあります。 

   ウ この命令に違反した場合、法第１０１条の規定により罰則が適用されます。 

    （1 年以下の懲役又は５０万円以下の罰金） 

  ⑵ 建築物及び工作物の形態意匠に関するもの以外 20の基準について 

   ア 景観形成基準に適合するよう、指導を行います。 

   イ 指導に従わない場合、陸前高田市景観審議会の意見を聴いた上で、景観形 

    成基準に適合させるため、必要な措置をとることを法第１６条第３項に基づ 

    き勧告します。 

   ウ 勧告を受けた行為者が、その勧告に従わない場合、氏名及び勧告の内容を 

    公表します。 

 

 

 

 

  ⑶ 行為の完了報告 

    当該の届出に係る行為が完了したときは、遅滞なく届け出てください。 21 

 ３ 届出対象とならない規模の行為について 

   届出対象行為に満たない規模の行為についても、市に事前相談をするようにし 

  てください。事業者が自主的に同基準への適合確認をしていただくことで、良好 

  な景観の形成を推進します。 

                                                   
18
 法第１８条第１項参照  

19
 法第１７条変更命令等でいう特定届出対象行為をいい、その内容は陸前高田市景観条例（以下「条 

 例」という。）第１１条参照。 
20

 建築物の高さや壁面の位置、工作物の高さ等の制限に関する基準をいいます。 
21
 条例第１３条参照 
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第５ 景観重要建造物及び景観重要樹木の指定方針 

 １ 景観資源の保全 

   本市は、景観の重要な構成要素、すなわち大切な景観資源である景観重要建造 

物及び景観重要樹木 22の指定に積極的に取り組みます。 

  地域のシンボルとなる建造物や樹木は、周囲の景観に重要な役割を果たしてお 

 り、このような建造物や樹木を保全するため、以下の方針により、景観重要建造 

 物及び景観重要樹木を指定していきます。この指定によって、現状変更や伐採等 

 に市長の許可を必要とする等、保全のための必要な規制を行うことが可能となり 

 ます。 

 ２ 景観重要建造物の指定方針 

 ⑴ 対象 

 ア 地域の自然、歴史、文化等からみて、建造物の外観が景観上の特徴を有し、 

  景観計画区域内の良好な景観の形成に重要なものであること。 

 イ 道路その他の公共の場所から、公衆によって容易に望見されるものである 

  こと。 

 ３ 景観重要樹木の指定方針 

  ⑴ 対象 

 ア 地域の自然、歴史、文化等からみて、樹容が景観上の特徴を有し、景観計 

  画区域内の良好な景観の形成に重要なものであること。 

 イ 道路その他の公共の場所から、公衆によって容易に望見されるものである 

  こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
22
 法第１９条及び第２８条参照 
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第５章 良好な景観形成の推進に向けて 
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第１ 市・事業者・市民の役割 

  良好な景観の形成のためには、行政だけではなく、様々な主体が参画し、適切な 

 役割分担と協働の下、積極的に取り組む必要があります。それぞれの主体がどのよ 

 うな役割を担うのか、あらかじめ明らかにすることで、この参画と協働による良好 

 な景観の形成を図ります。 

 

【市の役割】 

・ 景観法に基づく景観行政団体として、市域全体の良好な景観の形成の方向性と

将来像を示し、先導的に良好な景観の形成に取り組みます。 

・ 良好な景観の形成に関する市民、事業者の主体的かつ積極的な取組が促進され 

 るよう必要な支援をします。 

【事業者＝建築物の建築等、景観に影響を与える行為を行う＝の役割】 

・ 自らの事業活動が地域の景観に影響を与えるものであることを認識し、その事

業活動を行うに当たっては、地域の景観に配慮するとともに、自社で所有する優

れた景観の建築物等を、自ら責任を持って保全に努めるものとします。 

・ 市が実施する良好な景観の形成に関する施策や、市民等が行う良好な景観の形

成に関する取組を理解し協力するよう努めます。 

【市民の役割】 

・ 良好な景観は、市民一人ひとりの日常の行為の積み重ねから創られていくこと

から、身近にある地域の景観に関心を持ち、市民の共通資産である良好な景観の

保全に努めるとともに、新たな景観資源の創造に向けても主体的に取り組むよう

努めるものとします。 

 

第２ 計画の推進 

 １ 庁内の推進体制の充実 

   景観形成を推進していくためには、歴史文化、都市計画、建築、環境、教育等、 

  様々な行政分野による総合的、一体的な取り組みが求められます。分野横断的に 

  連携し、庁内における推進体制を強化します。 

 ２ 様々な主体との連携・協働 

   市は、ＮＰＯ等のボランティア活動団体、地元自治会等、景観に関連する組織 

  や団体等と連携・協働し、景観形成の担い手の育成や景観形成のネットワークの 

  構築を進めます。 

３ 市民事業者の主体的な取組の促進 

   景観形成に市民の参加を促進していくためには、市民の景観に対する意識を高 

  めていくことが重要です。市は必要な情報を適切に公開するとともに、景観形成 

  上の課題、景観づくりの将来方向などを市民と共有し、景観計画やその他景観形 

  成に関する施策の周知・啓発に積極的に取り組みます。 
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 ４ 景観に配慮した公共施設の整備 

   市は「中心市街地における公共建築デザインの基本的考え方について」（平成 

  ２８年６月）を定めています。良好な景観形成と「ノーマライゼーションという 

  言葉のいらないまちづくり」を先導する公共施設の整備を目指します。 

  ⑴ 公共建築物 

    形態や意匠は、周辺のまちなみとの調和しつつ単調な形態とならないものと 

   していきます。気仙杉等の地場産材の活用に努め、周辺と調和する落ち着いた 

   色彩を用い、外構は緑化に努める等の工夫をしていきます。 

  ⑵ 道路・橋梁等 

    道路・橋梁等の整備においても良好な景観形成を先導するものを目指し、「道 

   路デザイン指針（案）」（国土交通省 平成２９年１０月）、「景観に配慮した道 

   路附属物等ガイドライン」（国土交通省 平成２９年１０月）、「岩手県公共事業 

   等景観形成指針」（平成６年３月制定 平成２２年１０月改正）等を参照しなが 

   ら整備していきます。 

  「景観に配慮した道路附属物等ガイドライン」で推奨する基本色 

道路付属物の例 基本色名称・マンセル値 

防護柵、照明、標識柱、歩道橋、

その他道路付属物等（ベンチ、

バス停等） 

・ ダークグレー  １０ＹＲ３．０／０．２ 

・ ダークブラウン １０ＹＲ２．０／１．０ 

・ オフグレー   ５Ｙ７．０／０．５ 

・ グレーベージュ １０ＹＲ６．０／１．０ 

 ５ 計画の評価と見直し 

 本計画に基づき、景観形成に積極的に取り組む中で、本計画の進捗状況や成果 

を評価・検証していきます。また、より実効性の高い方策の導入の可否も検討し

ていきます。 

 また、社会情勢や市民ニーズの変化に的確に対応するとともに、上位計画 23や関

連計画の改定等を踏まえ、必要に応じて本計画を見直していくこととします。  

                                                   
23
 都市計画マスタープランや陸前高田市総合計画等の改定を想定しています。 



55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸前高田市景観計画 

平成３０年 月策定 

 

陸前高田市建設部都市計画課 

〒０２９－２２９２ 岩手県陸前高田市高田町字鳴石４２番地５ 

電話０１９２－５４－２１１１  ＦＡＸ０１９２－５４－３８８８ 

 

 


